
（別添）

財政状況等一覧表財政状況等一覧表財政状況等一覧表財政状況等一覧表（（（（平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度））））

(百万円)

団体名
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

合計
（A）＋（B)

8,513 437 8,950

１１１１　　　　一般会計及一般会計及一般会計及一般会計及びびびび特別会計特別会計特別会計特別会計のののの財政状況財政状況財政状況財政状況（（（（主主主主としてとしてとしてとして普通会計普通会計普通会計普通会計にににに係係係係るものるものるものるもの） ） ） ） (百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金
備考

一般会計 14,496 13,588 908 850 18,689 118
(介護サービス事業含)
基金繰入355百万円

公共用地先行取得事業 117 106 11 11 ― 68

黒川診療所運営事業 137 128 9 9 ― 7

普通会計 14,582 13,653 928 870 18,625 106 地方財政状況調査より

２２２２　　　　１１１１以外以外以外以外のののの特別会計特別会計特別会計特別会計のののの財政状況財政状況財政状況財政状況（（（（公営企業公営企業公営企業公営企業をををを含含含含むむむむ公営事業会計公営事業会計公営事業会計公営事業会計にににに係係係係るものるものるものるもの）））） （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

<法適用以外>

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

経常収支比率
<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

交通事業 36 52 ― △16 ― ― 68% ― 19 法適用企業

水道事業 574 570 ― 4 5,031 ― 101% ― 633 法適用企業

工業用水道事業 1 1 ― △1 22 2 46% ― 1 法適用企業

下水道事業
(公共下水道)

下水道事業 （歳入） （歳出） （実質収支）

(農業集落排水) 1,820 1,778 42 42 6,653 173 ― ― ―
下水道事業 （歳入） （歳出） （実質収支）

(特定環境保全公共下水道) 31 26 4 4 114 24 ― ― ―
観光施設事業
【観光事業】
【地域産業振興事業】 （歳入） （歳出） （実質収支） 基金繰入金

(休養宿泊) 437 439 △2 △2 71 ― ― ― ― 51百万円

(索　　　道) 114 166 △52 △52 318 ― ― ― ― 75百万円

(その他の施設) 686 682 3 3 585 64 ― ― ― 44百万円

（歳入） （歳出） （実質収支） 基金繰入金

34 39 △6 △6 9 ― ― ― ― 9百万円

（歳入） （歳出） （実質収支）

137 126 12 12 556 17 ― ― ―
介護サービス事業 （歳入） （歳出） （実質収支）

(老人デイサービス) 104 104 0 0 64 15 ― ― ―
（歳入） （歳出） （実質収支）

3,089 2,923 166 166 ― 200 ― ― ―
（歳入） （歳出） （実質収支）

2,790 2,747 42 42 ― 239 ― ― ―
（歳入） （歳出） （実質収支）

1,922 1,812 110 109 ― 321 ― ― ―

（注）１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。
　　　４．想定企業会計とは当該事業の経理を一般会計で行っているが、これに係る一切の収支を一般会計から分別して、
          公営企業会計が設けられているものと想定したものである。

簡易水道事業

想定企業会計

介護保険事業

国民健康保険事業

老人保健事業

2,379 法適用企業（一部）71% ―

新潟県 胎内市

535 756 ― △222 11,347 412

宅地造成事業



（別添）

３３３３　　　　関係関係関係関係するするするする一部事務組合等一部事務組合等一部事務組合等一部事務組合等のののの財政状況財政状況財政状況財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

<法適用以外>

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の負
担金割合

<法適用企業>

経常収支比率
<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

新潟県市町村総合事
務組合

(一般会計) 398 354 44 44 ― 3.9% ― ― ― ―

(職員退職手当支給事
業)

9,360 7,902 1,458 1,458 ― 3.5% ― ― ― ―

(消防団員等公務災害補
償事業) 1,562 1,532 30 30 ― 1.9% ― ― ― ―

(消防賞じゅつ金等支
給事業)

44 24 21 21 ― 1.8% ― ― ― ―

(非常勤職員公務災害
補償等特別会計)

15 7 8 8 ― 5.2% ― ― ― ―

(交通災害共済事業) 838 741 97 97 ― ― ― ― ― ―

新発田地域広域事務
組合

(一般会計) 2,019 1,896 123 123 164 24.5% ― ― ― ―

(ごみ処理事業) 1,748 1,608 140 140 4,991 24.5% ― ― ― ―

(し尿処理事業) 603 554 49 49 719 ― ― ― ― ―

(ふるさと市町村圏事
業)

26 4 22 22 ― ― ― ― ― ―

(まちづくり事業) 37 35 2 2 22 ― ― ― ― ―

(介護保険事業) 46 37 9 9 ― 20.9% ― ― ― ―

新発田地域老人福祉
保健事務組合

(一般会計) 1,676 1,497 179 112 1,289 15.9% ― ― ― ―

(保健施設特別会計) 120 86 34 34 0 33.3% ― ― ― ―

下越障害福祉事務組
合

858 790 68 68 882 11.1% ― ― ― ―

下越清掃センター組
合

300 277 23 23 767 45.5% ― ― ― ―

新潟県後期高齢者医
療広域連合

17 6 10 10 ― 1.6% ― ― ― ―

４４４４　　　　第三第三第三第三セクターセクターセクターセクター等等等等のののの経営状況及経営状況及経営状況及経営状況及びびびび地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの財政的支援財政的支援財政的支援財政的支援のののの状況状況状況状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

備考

㈱荒川マリーナ △2 △54 3 ― ― ― ―

新潟製粉㈱ 3 37 15 ― ― ― ―

新潟フルーツパーク
㈱

△11 △2 58 2 ― ― 178

㈶黒川農業公社 △1 75 30 10 ― ― ―

胎内高原ハウス 0 0 5 ― ― ― ―

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５５５５　　　　財政指数財政指数財政指数財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３か年平均である。

91.3実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.506

21.9

財政力指数 10.2


